
【政策ごとの予算額等】

12,471,893

12,471,893 11,517,617

00

10,577,526
当 初 予 算 （ 千 円 ）

相当程度進展あり

9,016,800

番号

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票1）

30年度概算要求額

国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献

政策目標の達成度合い

26年度

0

13,042,433

13,139,409

132,094

29年度

22,158,482

27年度

13,149,365

0

＜0＞

12,469,024

予
算
の
状
況

計（千円）

　　執 行 額（千円）

政策評価結果の概算要求への
反映状況

⑯総合･実績･事業

政策名

評価方式

22,166,165

補 正 予 算 （ 千 円 ）

28年度

経済及び社会分野における国際機関への拠出金・分担金による我が国の国際貢献については，主な拠出金・分担金を順次取り上げ評価することによ
り，施策全体の評価に代えている。29年度については，世界貿易機関（ＷＴＯ）分担金・拠出金を取り上げて評価した。
（１）ＷＴＯは多角的貿易体制の中核として，極めて重要な役割を果たしており，我が国も貿易関連協定，貿易関係の加盟国間交渉，紛争解決，貿
易政策検討制度等に参加することで，多角的貿易体制の維持・強化を行ってきている。こうした中で，ＷＴＯ分担金は，ＷＴＯ設立協定第７条４の
「世界貿易機関の経費に係る自国の分担金を速やかに同機関に支払う」旨の規定に基づき，ＷＴＯ事務局に対して支払うことが義務づけられてい
る。ＷＴＯ分担金は事務局運営に充てられ，理事会や各種委員会を開催することや各国の貿易政策審査に係る報告書を作成すること等を通して，Ｗ
ＴＯの円滑な運営に寄与している。また，ＷＴＯ加盟国の５分の４を占める開発途上国のＷＴＯ協定に基づく義務履行能力の向上や交渉能力不足の
解消等を目的として，先進国の任意拠出によるグローバル・トラスト・ファンドが創設され，我が国は同ファンドに任意拠出を行っている。
（２）本件に係る施策目標として，我が国がＷＴＯを中心とするルールに基づく多角的貿易体制の維持，強化，保護主義抑止及び更なる貿易自由化
の進展等において積極的な役割を果たし，それにより，世界貿易によって裨益する我が国の国益を更に維持・増進することを掲げている。これに対
する評価として，「測定指標１　多角的貿易体制の維持・強化」及び「測定指標２　開発途上国の能力向上」のいずれも相当程度の進展ありと評価
した。特にＷＴＯ分担金に関しては，29年２月にＷＴＯ発足後初めての多国間協定である貿易円滑化協定（ＴＦＡ）が発効し，ＷＴＯによれば本協
定の完全な実施により，加盟国の貿易コストが平均14.3%減少し，世界の物品の輸出を１兆ドル以上に増大させる可能性があるとされている。また，
拠出金を拠出しているグローバル・トラスト・ファンドにより提供されるＥ－ラーニングの受講者は27年比約36%増を達成し，過去最高の10,279人が
受講した。
（３）以上の評価結果に基づき，世界で反グローバリズムや保護主義が台頭する中でＷＴＯの役割がさらに重要になっていることを踏まえた要求と
した。具体的には，ＷＴＯが担う協定交渉・協定履行監視・紛争解決制度を引き続き機能させ，運用を確保すべく，ＷＴＯ分担金についてはＷＴＯ
協定に基づいた分担率に応じた要求額としている。また，ＷＴＯ拠出金については，ＷＴＯ協定に基づく途上国の義務履行能力の向上や交渉能力不
足の解消など，貿易能力の底上げを実現する上で極めて有効であり，途上国が多数を占めるＷＴＯにおける日本の発言能力向上に資するものである
ことから，ＷＴＯによる技術協力プログラムの取組の効果的かつ効率的な実施に必要な要求額とした。

＜0＞

13,174,527

＜0＞



番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 外務本省 －

● 2 一般 外務本省 －

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

政策名 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献 ⑯

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
29年度

当初予算額
30年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

国際分担金其他諸費
国際機関等を通じた経済・社会分野に係る国際貢献に必
要な経費

1,003,079 1,009,263

国際分担金其他諸費
経済協力に係る国際機関等を通じた経済・社会分野に係
る国際貢献に必要な経費

10,514,538 9,568,263

小計
11,517,617 10,577,526

－
＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
11,517,617 10,577,526

-

小計

の内数 の内数

＜○○,○○○＞ の内数 ＜○○,○○○＞ の内数



【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑯
（千円）

29年度
当初予算額

30年度
概算要求額

増△減額

政策評価調書（個別票3）

政策名 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

政策評価結果の概算要求への反映内容

該当無し

合計


